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研究成果の概要（和文）：　本研究は、図書館情報学の知見を踏まえたうえで、図書館やアーカイブの法的な位
置づけや意義・機能を検討し、図書館等に関する著作権法の解釈・立法への示唆を提示することを目的とする。
　図書館・アーカイブと法に関わる情報収集を広く行うとともに、図書館等に関係する著作権の制限規定に関す
る調査等を進めた。また、本研究課題の期間において、インターネットを通じた図書館資料の一定の提供を可能
とする著作権法改正の動きがあったため、改正の動向に関する情報収集に努めた。権利者の利益を確保しつつ、
図書館等の機能を発揮することを可能とするような著作権法の制度設計について検討を引き続き進めている。

研究成果の概要（英文）：　The purpose of this study is to examine the legal position, significance, 
and function of libraries and archives based on the knowledge of library informatics, and to present
 suggestions for the interpretation and legislation of copyright law related to libraries.
　Along with widely collecting information related to libraries and archives and the law, I 
conducted investigations on copyright restrictions related to libraries. During the period of the 
research project, there was a movement to revise the Copyright Law, which allow library materials to
 be provided via the Internet without the authorization of copyright holders, so I have collected 
information on the trend of the revision. Now I'm trying to design a copyright law system that will 
enable the library to function well while ensuring the interests of right holders.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　インターネットやデジタル技術の発達した現在、技術的には可能であるにもかかわらず、著作権法上の制約に
よりアーカイブの構築や図書館サービスの提供が実現できないことがある。本研究は、図書館やアーカイブに関
して、権利者の利益の保護に配慮しつつ、技術を活用した適切な利用を行いうる著作権法のあり方を提示するこ
とを目指すものであって、著作権法上の解釈・立法上の課題を解決することで学術的な寄与をもたらすととも
に、社会的な利益に貢献しようとするものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 インターネットやデジタル技術が発展するにつれ、アーカイブの可能性は飛躍的に増大し、電
子図書館や大規模なデジタル・アーカイブの構築が可能となっている。しかし、現在の著作権制
度のもとでは、著作物の複製・公衆送信（インターネット上での送信等）等には、原則として著
作権者の許諾が必要である。このため、デジタル・アーカイブを構築する際には、著作権の存続
期間が経過した著作物を除き、多くの場合において著作権処理が必要となり、著作権の問題から
提供が不可能、あるいはコスト的に困難となることも多い。特に、権利者不明の著作物である「孤
児著作物」の問題は、アーカイブを構築するうえで大きな障害になっている。また、技術的には
可能なインターネットを活用した図書館サービスも、著作権法上の制約により実現できないこ
とが課題となっていた。 
 
 
 
２．研究の目的 
 
 デジタル化・ネットワーク化が進み、大量かつ迅速に著作物を利用者に届けることが技術的に
は可能となっている現在、紙媒体による個別の少量処理を前提とする現行著作権法の根本的な
枠組みが適合しなくなっており、権利者と利用者のバランスのあり方の見直しが必要となって
いる。著作権者の利益に配慮しつつも、技術を活用した知識や情報の集積・共有を可能とする著
作権制度の望ましいあり方とはどのようなものかを検討することが求められているといえよう。
その際には、図書館情報学において研究の蓄積のある、図書館やアーカイブの機能や意義、法的
な位置づけを踏まえて検討することが有用と考えられる。 
 そこで本研究では、図書館情報学の知見をもとに、図書館やアーカイブの意義や法的な位置づ
けを明らかにしたうえで、図書館やアーカイブに関する著作権法のあり方に関する解釈・立法へ
の示唆を提示することを目的とする。また、この研究を通じて、図書館情報学と法学との学際的
な研究の基礎を築くことを目指す。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
 まず、 図書館情報学の知見をもとに、図書館・アーカイブの法的な位置づけ、機能や意義を
明らかにする。その内容を踏まえ、著作権法のあり方への示唆を検討する。より具体的には、第
一に、現行の著作権法を前提とし、図書館・アーカイブに関する著作権の制限規定（31 条等の
解釈及び立法）や裁定制度の望ましいあり方を検討し、示唆を提示する。第二に、著作権制度の
根本的な改革をも視野に入れ、図書館・アーカイブのような、広く公益に資する著作物利用に対
する著作権法のあり方について、権利範囲のあり方、制限規定のあり方、補償金制度の活用等を
検討し、著作権法の将来的なあり方についての示唆を提示することを目指すとともに、その実現
可能性や実現方法について検討を行う。 
 
 
 
４．研究成果 
 
 研究期間全体を通じて、著作権法と図書館の問題に関わる調査を進めた。関連する分野が幅広
く、想定より調査に時間を要したため、当初計画における具体的な論点の検討を十分に行うには
至らなかったが、それでも、本研究課題にかかる近年の法改正等の動向を把握し、図書館と著作
権法に関する基礎的な調査や検討を一定程度進めることができた。本研究期間において、新型コ
ロナウィルス感染症流行の影響を受け、図書館に関する著作権の制限規定（31 条）の改正に向
けた動きがあったため、前年度応募により新たな研究課題「図書館資料のオンライン活用に向け
た著作権法の将来設計」を設定した。本研究課題の成果をもとに、引き続き図書館と著作権法に
関する問題の検討を進めていく予定である。 
 研究成果の概要として、主に本研究課題に関連して公表した研究成果からの要点を以下にま
とめる。 
 
 
 



 
(1) 著作権の制限規定の意義 
米国著作権法における著作権の一般的な制限規定であるフェア・ユースに関する理論を参考
に、著作権の制限規定の意義を検討した。教育・研究目的などの外部性を有する著作物利用や、
表現の自由、民主主義、行動の自由といった重要な非金銭的価値が関わる著作物利用については、
権利制限規定等によって許容すべき必要性が高いことに留意する必要があり、図書館等におけ
る著作物利用はこのような非金銭的な価値に密接に関わるものである。 
 
(2) 知る権利と時事の事件の報道 
 「知る権利」を実質的に保障するという図書館の役割を踏まえ、著作権法において知る権利を
保障する機能を果たす規定の一つとみることのできる 41 条（時事の事件の報道）についての
検討を行った。41 条は、民主主義の根幹に関わる知る権利に配慮し、報道の自由を保護したも
のと位置づけることができることから、このような趣旨に基づいて各要件の適用が判断される
必要がある。 
 
(3) 図書館と著作権法 
令和 3 年（2021 年）著作権法改正では、新型コロナウィルス感染症の流行による図書館の休
館等の影響を受け、図書館に関する著作権の制限規定である 31 条の見直しが行われた。それに
より、① 国立国会図書館により電子化された資料のうち、絶版等の理由により一般に入手する
ことが困難な図書館資料をインターネットを通じて個人向けに送信することが可能となるとと
もに（国立国会図書館による絶版等資料の個人向けのインターネット送信）、② 利用者の調査研
究の用に供するため、図書館資料である著作物の一部分（「国等の周知目的資料その他の著作物
の全部の公衆送信が著作権者の利益を不当に害しないと認められる特別な事情があるものとし
て政令で定めるもの」については「全部」の公衆送信が可能）を公衆送信することが可能となっ
た（図書館等による図書館資料の公衆送信）。 
本改正の内容を精査するとともに、残された課題や今後の図書館と著作権法のあり方につい
て引き続き検討を進めている。 
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